
【令和５年４月】

税率表
●均等割

●法人税割

●法人事業税

※１　外形標準課税対象法人とは、事業年度終了の日の資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人です（公益法人、特別

  法人等は除く）。

※２　軽減税率不適用法人とは、3以上の都道府県に事務所等を有し、かつ資本金又は出資金の額が1,000万円以上の法人です。

※３　特定のガス供給業を除く製造小売事業については、令和4年4月1日以後に開始する事業年度から普通法人と同様の課税方式

  に変更。

※４　特定卸供給事業については、令和4年4月1日以後に終了する事業年度から適用。

●地方法人特別税(R元.9.30以前に開始する事業年度まで) ●特別法人事業税(R元.10.1以後に開始する事業年度から）

「地方法人特別税」は令和元年９月３０日までに開始する事業年度で廃止、代わって令和元年１０月１日から開始する事業年度より、

「特別法人事業税」が新設されました。

裏面もご覧ください

収入金額等課税法人　電気供給業（小売電気事業等、発
電事業等及び特定卸供給事業（※４）に限る）

収入割額 43.2% 30.0% 40.0%

特別法人（協同組合、信用金庫等及び医療法人） 所得割額 43.2% 34.5%
収入金額課税法人　電気供給業（小売電気事業等、発電
事業等及び特定卸供給事業を除く）、導管ガス供給業（※
３）、保険業

収入割額 43.2% 30.0%

区分 課税標準
H27.4.1～
R元.9.30

開始事業年度

R元.10.1～
R2.3.31

開始事業年度

R2.4.1～
開始事業年度

普通法人（外形標準課税対象法人除く） 所得割額 43.2% 37.0%

特別法人
（協同組合、信用金
庫等及び医療法人）

年400万円以下の所得 3.4% 3.5%

年400万円を超える所得、軽減税率不適用法人（※２）

電気供給業（小売電気
事業等、発電事業等及
び特定卸供給事業（※
４））

収入金額 0.9% 1.0% 0.75%

所得 - 1.85%

4.6% 4.9%

電気供給業（送配電事
業のみ）・導管ガス供給
業（※３）、保険業

収入金額 0.9% 1.0%

区分 所得等の区分
H27.4.1～R元.9.30

開始事業年度
R元.10.1～R2.3.31

開始事業年度
R2.4.1～

開始事業年度

普通法人
外形標準課税対象法人
（※１）は除く

年400万円以下の所得 3.4% 3.5%

年400万円を超え800万以下の所得 5.1% 5.3%

年800万円を超える所得、軽減税率不適用法人（※２） 6.7% 7.0%

１．資本金額（出資金額）が１億円を超える法人
２．課税標準となる法人税額（2以上の都道府県に事務所を有する法人について
　は分割前）が年１,０００万円を超える法人
３．保険業法に規定する相互会社
上記のいずれかに該当する法人

4.0% 1.8%

上記以外の法人 3.2% 1.0%

上記以外の法人等 22,000円 2,000円

法人等の区分
H26.10.1～R元.9.30

開始事業年度
R元.10.1～

開始事業年度

１千万円以下 22,000円 2,000円

１０億円超～５０億円以下 594,000円 54,000円

１億円超～１０億円以下 143,000円 13,000円

お知らせ

三　重　県

資本金等の額 均等割額（年額）
左のうち、みえ森と緑の県民税

（均等割の超過課税）

５０億円超 880,000円 80,000円

１千万円超～１億円以下 55,000円 5,000円



　グループ通算制度について

　電気供給業を行う法人の課税方式について

　「地方税共通納税システム」の利用について

電話番号　0570-081459 https://www.eltax.lta.go.jp

　納付について

　令和５年４月から法人県民税、法人事業税の課税業務を「四日市県税事務所」及び「津総合県税事務所」の２事務所で行って

います。申告書の提出（郵送可）及び申告に関するお問い合わせ、ご相談は、法人所在地を所管する県税事務所へお願いします。

※外形標準課税業務につきましても、法人所在地により「四日市県税事務所」か「津総合県税事務所」で行っています。

本チラシの詳細については、下記、三重県のホームページをご覧ください。

法人二税のページ　 https://www.pref.mie.lg.jp/common/01/ci600003231.htm

尾鷲市、北牟婁郡
熊野市、南牟婁郡

伊勢市、鳥羽市
志摩市、度会郡

外形標準課税に関すること

津市

松阪市、多気郡

　　　津総合県税事務所　法人課税課
　　　　　〒514-8567
　　　　　　津市桜橋3-446-34

法人所在地により、
上記どちらかの県税事務所

名張市、伊賀市

TEL：０５９－２２３－５０２８

四日市市、三重郡

鈴鹿市、亀山市

　令和４年４月１日以後に開始する事業年度から、法人税（国税）において連結納税制度からグループ通算制度に移行し、現
行の企業グループを一つの納税単位とする方式に代えて、各法人を納税単位とする方式（個別申告方式）とすることとされま
した。
　法人県民税、法人事業税につきましては、従来から各法人を納税単位としているため、制度自体に大きな変更はありませ
んが、申告書、別表等の様式はグループ通算制度に対応し、一部変更があります。

　電気供給業を行う法人のうち、小売電気事業等、発電事業等及び(※）特定卸供給事業を行う法人について、令和２年４月１
日以後に開始する事業年度から、収入割額と所得割額の合算額により法人事業税が課されることとなりました。税率等は、
表面の表及び下記を参照してください。
　また、その他の事業（所得金課税事業）を併せて行う法人のその他の事業についての変更はありません。
※特定卸供給事業については、令和4年4月1日以後に終了する事業年度から適用。

法人所在地

桑名市、いなべ市
桑名郡、員弁郡

改正前 令和２年４月１日以後に開始する事業年度から

事業税収入割額=収入金額×税率（1.0％）

特別法人事業税=収入割額×税率（30％）

事業税収入割額=収入金額×税率（0.75％）
事業税所得割額=所得金額×税率（1.85％）

特別法人事業税=収入割額×税率（40％）

eLTAXのページ 

　令和元年10月1日から、全ての地方団体に対して、地方税共通納税システムを利用して納税できるようになりました。
金融機関の窓口等での納付が不要になるほか、複数の地方団体への一括納税が可能になるなど納付事務の負担が軽減さ
れます。手続き等は地方税ポータルシステム（eLTAX)にお問い合わせください。

　三重県では従来より、申告期限が近づいた全ての法人に対し、申告書及び納付書等の送付をしておりますが、電子申告
（eLTAX）を利用している法人に対しては、税額に関する電子データ（プレ申告データ）を送信したうえで、納付書及びお知らせ
（税率表等）を送付しています。
　納付につきましては、納付書による納付のほか、上記の「地方税共通納税システム」をご利用いただくか、三重県のホーム
ページより納付書をダウンロードのうえ使用していただくこともできます（送付した納付書の額と申告額が異なる場合は、当該
納付書を使用せず、新たに納付書を作成のうえ、納付願います）。
　なお、紙の申告書で申告いただいている場合は、従来どおり申告書用紙及び納付書等を送付します。

<問い合わせ先>

県税事務所名 連絡先

　　　四日市県税事務所　法人課税課
　　　　　〒510-8511
　　　　　　四日市市新正4-21-5

TEL：０５９－３５２－０５７８

エルタックス 検索

三重県 法人二税 検索

https://www.eltax.lta.go.jp/
https://www.pref.mie.lg.jp/common/01/ci600003231.htm

